
 

 

 

 

 

Plaza 財務会計のユーザ様へ 

昨年 10月からサポート期間の更新を迎える

Plaza 財務会計のユーザの皆様にご案内してお

ります通り、Plaza シリーズのサポートが残す

ところあと 2 年（2 回の年次更新）となりまし

た。 

数多くのお客様が既に Plaza-i へマイグレー

ションしていただいておりますが、Plaza 財務

会計を一人で利用しているというお客様が、移

行しきれずにいらっしゃいます。 

スタンドアロン版－低価格モデル 

Plaza-i はバイリンガル、多通貨という特徴

を持つ中小・中堅企業向け ERP システムとして

既に 150 社以上の会社でご利用いただいており

ますが、今回、上記のような Plaza 財務会計を

一人で利用しているお客様の為に、Plaza-i のス

タンドアロン版を用意しました。 

このスタンドアロン版は、機能的には

Plaza-i と同じですが、一台のコンピュータで利

用することを前提に、ライセンス価格を従来の

Plaza 並に押さえた低価格モデルです。Oracle

も Personal Edition（PE）という 4 万円でご提

供可能なライセンスを使用します。 

最新環境で稼働する Plaza 財務会計 

スタンドアロン版で提供する Plaza-i はバー

ジョン 2 という、.NET Framework という最新

の環境で動作するプログラムです。 

Plaza-i バージョン 2 はバイリンガル、多通

貨、マッチング等の Plaza 財務会計の便利な機

能はそのままに、しかし、ERP を強烈に意識し

たバージョン 1 のようにマスター管理、ユーザ

管理などに分かれておらず、1 つのプログラム

から全てのメニューを起動することが出来る Pl 

aza 財務会計のユーザ様にも違和感なくご

利用いただけるシステムです。 

また、Plaza 財務会計は Access2000 までし

かサポートしていないため、Vista 等では動作し

ませんが i は、Office2007 も含む、最新のコン

ピュータ環境で動作します。但し、Plaza-i はコ

ンピュータのリソースを多めに必要としますの

で、XP（SP2 以上）であれば 2GB 以上、Vista

であれば 3GB 以上のメモリーを推奨していま

す。 

また Plaza 財務会計では総勘定元帳照会並

びに印刷で、期を跨いだ出力が出来ませんでし

たが、Plaza-i では期を跨いで会計期間を指定し

出力することが可能になりました。 

また、Plaza-i は、四半期財務諸表対応、PDF

への出力、グリッド画面のエクセル転送、消費

税の伝票別税抜き処理による消費税申告書の出

力、電子帳簿保存法への対応等、最新の会計シ

ステムが備えるべき機能を備えています。 

従って、Plaza 財務会計のユーザの皆様には、

Plaza のデータがコンバージョン可能で、なお

かつ、最新コンピュータ環境で稼働する、機能

的にも進化した Plaza 財務会計が登場したとお

考えいただければ幸いでございます。 

Plaza-i 給与計算－3 月リリース 

固定資産につきましては、既に、減損会計

並びにリース会計に対応した Plaza-i 固定資産

をご利用いただいておりますが、給与計算につ

きましても、.NET Framework 環境に対応した

Plaza-i給与計算を本年 3月にリリースいたしま

す。 

Plaza-i 給与計算は、給与台帳、賃金台帳で、

「ゼロ金額を印刷しない」オプションをサポー

トし（無駄な項目を印字しなくなりました）、

また、暦年を超えた年月を範囲指定して印字で

きるようになりました。 

また、Plaza-i 給与計算モジュールのみ、移

行期間中については当面 Access2000 の MDB

をサポートします。但し、他の Plaza-i モジュー

ルと同じく、近い将来 Oracle に一本化していく

予定ですので、この機会に Personal Edition も

含む Oracle データベースへの移行も合わせて

ご検討下さい。 
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Plaza-i プロジェクト管理システム活用による社員の意識改革について 

 社員の意識改革のために、どのようなこと

をされていますか？弊社では、Plaza-i プロジェ

クト管理システムのタイムレポート（または業

務日報、以下「タイムレポート」）を利用して、

毎日の勤務内容を数値化し、社員の業績評価に

連動させる事で、原価意識の向上をはかり、社

員の意識改革を促しています。  

  

上図は、ある社員の一年間の総勤務時間（出

社～退社迄、以下「作業時間」）を、作業分類

（タスク集計）毎に集計しグラフにしたもので

す。どんな職種の人だと思いますか？ 

 弊社では全ての作業時間を、プロジェクト

とその作業時間管理単位であるタスクに分解し、

タスク・取引先毎にタイムレポートから毎日入

力します。0.25H 単位に入力していますが、内

容によってはもっと細かい時間で入力する場合

もあります。 

 1 年間を振り返り、自分はどこに時間をか

けて、どのような価値を創出できたのだろう

か？採算意識の薄かった社員にも、作業時間に

対する価値創出の意識をもたせ、社員の自主的

な意識改革に貢献しています。タイムレポート=

コスト意識向上に繋がる瞬間です。 

 非作業時間とは、食事・休憩・休暇時間で

す。これにより会社に出社してから退社するま

での時間全てが、タイムレポートにより、記録

されていきます。 

 それでは、実際どうやって全ての社員に浸

透させていけばいいのでしょう？タイムレポー

トの入力は大変で、時間もかかるのではと心配

される方もおられるでしょう。弊社でも、最初

は試行錯誤でしたが、毎年管理レベルを見直し、

段階的に導入していきました。作業時間管理単

位であるタスク分解レベルは、実務に合わせて

常に見直しをしています。弊社での導入経緯は

以下の通りです。 

 最初は、労務費（標準賃率）で算出した原

価金額で、原価率を検証しました。原価率に問

題が発生しているプロジェクトは、どこに原因

があるかタスク別に分析し、作業方法の見直し

を進めます。 

 次の段階では、単価にこだわりました。請

求段階で本来の理論上の請求金額を検証し、本

来創出すべき価値を評価するのです。これらの

データ分析には、Plaza-i BAS ビジネス分析シス

テムを活用しています。理論請求単価、請求金

額と実質請求単価と実質請求金額の差異を分析

します。実質請求単価が理論請求単価を下回っ

た場合は未実現請求金額が発生、即ち未実現売

上金額が出ている事となります。WBS（作業工

程表）を精査し、進捗に影響が出ないように軌

道修正をしています。 

 このような採算管理を継続的に実践する

ことで、採算管理に対する社員の意識が向上し

ますので、作業品質の向上に繋がり、その結果

原価低減にも貢献し、お客様の費用負担も軽減

されるように努めています。 

 また弊社では、意識改革の継続的実践のた

めに、社員の人事査定にプロジェクト管理シス

テムのデータを活用しています。所属する部門

（営業部門、コンサルティング部門、顧客サポ

ート部門、技術サポート部門、システム開発部

門、R&D 部門、総務部門）のミッションにより、

会社への貢献度の評価基準は異なりますが、1

年間の作業時間から、どのような価値を創出で

きたのか、会社にどう貢献できたのかを、業績

評価シートで、社員一人一人が作成し申告する

のです。その結果、社員全員毎日積極的にタイ

ムレポートを入力し、年に一度のカウンセリン

グを緊張感をもって、また期待感をもって望ん

でいるようです。 

 【業績評価シートの評価項目の紹介】 

①創出した価値・業績 

 収益プロジェクト、非収益プロジェクト 

②能力 

 評価期間において維持・増加した能力 

③その他 

 創造価値と直接関連しない時間（庶務等） 

④休暇 

 非作業時間（食事、休憩、休暇） 

 このような項目別に、プロジェクト、タス



クや取引先毎に時間集計し、どのような価値を

創出したかを記載しています。 

 プロフィットセンターに所属する社員は、

受注実績や売上実績、売上単価で評価。さらに、

実際作業時間から本来創出される請求金額を試

算し、実際請求額との差額は未実現価値として、

その原因を分析し改善を促します。タイムレポ

ートの入力から、収益情報との連携で、あらゆ

る角度から分析をしています。 

 コストセンターに所属する社員、例えば研

究開発部門では、研究課題毎にプロジェクトを

設定し、その進捗等を表すタスクで時間入力し

ていますので、実際にどれだけの時間をかけて、

研究課題に取り込めているか、今どの辺りの段

階まできていて、あとどれくらいの時間で成果

をだせるのか、常に分析しながら作業していま

すので、いいプレッシャーにもなっています。 

 これらの作業時間の実績は、予算策定の参

考にもなっており、いろいろと忙しくて時間が

かけられなかった等、言い訳ができないように

なっています。毎月の経営会議でもチェックし

ていますので、問題が発生すれば、月次ベース

で軌道修正をしています。 

  ビジネスにあわせて、プロジェクトやタス

クの設定方法は異なりますが、現実に即した運

用可能なところから利用ができますので、まず

は時間集計から始めて見て見るのもいいかと思

います。 

 是非この機会に、社員の意識改革に貢献で

きる Plaza-i プロジェクト管理システムのご活

用を検討されてみてはいかがでしょうか？タイ

ムレポートは、経営に貢献できる分析ツールに

なり得ます。ご関心のある方は、是非サポート

担当もしくは弊社営業部（03-5715-3315 内線

81）にご相談下さい。 

 

Windows8および 2012対応予定 

 Windows8 と Windows Server 2012 が発

売されてから半年程が経ちました。最新 OS に

対する Plaza-i の対応予定をお知らせしたいと

思います。 

Plaza-iはOracleデータベースを利用したア

プリケーションですので、Oracle 社のリリース

スケジュールに依存しております。 

Oracle 社のスケジュールでは、当該

Windowsに対応するバージョンは 11.2.0.4以上

となり、また、その時期は 2013 年 7 月から 12

月の間となるようです。 

http://www.oracle.com/technetwork/databas

e/windows/whatsnew/index.html 

上記 URL より『Statement of Direction: 

Oracle Database on Microsoft Windows 8 and 

Windows Server 2012』のリンクからご覧いた

だけます。 

弊社でも Oracle 社が正式に対応を発表次第、

Plaza-i上の動作確認を速やかに実施する予定で

すのでご安心ください。正式対応のご報告まで、

今しばらくお待ちいただければと存じます。 

 

 

ユーザフォームオプションマスター 

はじめに 

平素は、Plaza-i をご利用いただき、誠にあ

りがとうございます。 

本稿では、V2.00.25 でリリースされた「ユ

ーザフォームオプションマスター」について、

ご紹介させていただきます。 

ユーザフォームオプションマスター 

ユーザフォームオプションマスターは、

Plaza-iのフォームごとの、特定の動作について、

定義されたオプション（以下、フォーム別オプ

ションといいます）を、設定するマスターです。 

フォームとは、メニューやボタンから開く画

面のことで、帳票は含まれません。（帳票につ

いては、本マスターの帳票版である「ユーザ帳

票オプションマスター」があります。） 

伝票入力画面の、日付や担当者、組織など、

特定の入力項目における、既定値セットの方法

や、データチェックの方法は、業種業態、ある

いは、業務管理方法により、最適な動作仕様が

異なります。 

こうした細かな業務要件と Plaza-i 動作仕様

との差は、利用者による運用で調整・回避可能

な場合も多いですが、利用頻度や利用者の多寡

により、少なからず、業務効率に影響します。 

一方、Plaza-i 側から見ると、細かな動作の

違いを、秩序なくプログラムを開発して実装し

ていくのは、開発、導入、保守の面から、やは

り、効率が悪すぎます。 

http://www.oracle.com/technetwork/database/windows/whatsnew/index.html
http://www.oracle.com/technetwork/database/windows/whatsnew/index.html


フォーム別オプションは、これらの問題を解

決する仕組み・概念として開発されました。 

すなわち、入力画面における細かい業務要件

を抽象化・汎用化して、Plaza-i というプラット

フォームに吸収し、業務要件にとって最適なシ

ステム動作を実現し、提供します。またそれを、

オプションスイッチ一つで切り替えることがで

きるわけです。 

フォーム別オプションが定義されているフ

ォームにつきましては、USR ユーザ管理－セッ

トアップメニューのユーザフォームオプション

マスターで確認することができます。 

各フォーム別オプションの詳細は、ユーザ－

ズガイドの、各メニュー該当節の、「フォーム

別オプション」（項）をご参照ください。（マ

スター画面がある USR ユーザ管理システムで

はないのでご注意ください。） 

最新バージョン（2013 年 3 月 1 日現在、

V2.01.08）のフォーム別オプションが定義され

ているフォームの数は、下記の通りです。 

システム フォーム数 

APS 債務管理 3 

ARS 債権管理 6 

DRS 物流在庫管理 7 

GLS 一般会計 1 

PRJ プロジェクト管理 2 

PUR 購買管理 7 

SOE 販売管理 14 

SVC ｻｰﾋﾞｽ業販売管理 3 

 

今後、フォーム別オプションは、製品バージ

ョンのリリースのつど、少しずつ増えていく予

定です。 

貴社のバージョンアップの機会に、本マスタ

ーについてご確認、ご検討されてみてはいかが

でしょうか。 

おわりに 

フォーム別オプションは、会社別マスターと

なりますので、特定のフォームの動作を、（ユ

ーザ別ではなく、）処理対象会社全体で変更し

ます。オプション値を変更する際は、十分にご

注意ください。 

 

Plaza-i給与計算 Extended edition 

 Plaza-i 給与計算 Extended edition を皆さ

んご存知でしょうか。通常版との違いとしては、

給与明細書などの紙媒体で出力していたものを

電子化（PDF 化）し、電子メールで送信できる

機能がご利用頂けます。今回はその機能につい

てご紹介します。 

どんな帳票が電子メール送信可能でしょうか 

 3 つの帳票を電子メール送信可能です。具

体的には、給与明細書・賞与明細書・源泉徴収

票の 3 帳票です。 

いずれも PDF ファイル形式により電子メー

ル送信できます。また、セキュリティ保護の観

点より PDF ファイルにはパスワード設定が可

能であり、ZIP ファイル形式に圧縮することも

可能です。更に、この圧縮した ZIP ファイルに

もパスワード設定することができます。 

この PDF ファイル及び ZIP ファイルのパス

ワードは自動生成することができ、自動生成し

たパスワードを電子メールで各社員に通知する

運用も可能です。この場合には、電子メールで

のパスワード通知用パスワードを予め決めてお

きます。 

各社員は電子メールにて給与明細書等を受

け取った際には、別途送付されるパスワード通

知メールにてパスワードを確認したうえで、ZIP

ファイルを解凍、PDF ファイルにて給与明細書

等を確認して頂きます。 

逆に、この電子メール送信について給与担当

者が Plaza-i 給与計算で行って頂く操作として

は、送信先の社員コードを選択し、送信ボタン

をクリックするだけです。 

今まで印刷してから封入し配布（遠隔地の方

へは郵送）まで行っていた作業がボタン一つに

集約しますので、事務作業の負担効率化の観点

から非常にメリットが高いです。 

もちろん、ペーパーレス化も図れますので、

コストパフォーマンスだけでなく、地球への環

境を配慮した、エコロジーとしての効果もあり

ます。 

事前の設定が大変ではないでしょうか。 

 皆さん、電子メール送信というと、それだ

けで非常に設定が大変なイメージがあるかと思



います。 

 今回、ご紹介しております Plaza-i 給与計

算 Extended edition の電子メール送信機能の設

定は意外なほど簡単です。 

 まず、送信者の電子メールの設定ですが、

こちらは通常のメールソフトと変わらない、も

しくは設定箇所がわかりやすい分、むしろ

Plaza-i での設定の方が容易に感じるほどです。 

 次に、メール件名・本文などメッセージを

設定します。これもデフォルトでメッセージは

ご提供しますので、必要に応じてその文言等を

修正するのみです。 

 あとは、送信先となる社員個別のメールア

ドレスと必要に応じて PDF・ZIP・パスワード

通知用のパスワードを設定すれば終了です。 

 念のため、事前にテスト送信（これもメニ

ューとしてご用意がございます。）をしておけ

ば、なお安心です。 

前提として 

 所得税法の規定により、電子メールにて給

与明細書等の交付を行う場合には、事前に受給

者（交付を受ける方）から書面にて承諾を得る

必要がございます。 

 また、（当然のことですが）メールの送受

信を行いますのでメールサーバは必要です。 

補足 

 源泉徴収票はあくまで PDF 出力となりま

すので、確定申告使用目的等の電子交付には対

応しておりません。その点ご了承下さい。なお、

確定申告で使用する場合には通常通り紙で出力

して頂きます。 

おわりに 

Plaza-i 給与計算 Extended edition は有償オ

プションとなっております。給与明細書のペー

パーレス化や印刷・封入・配布作業コスト削減

など、もし、少しでもご興味のある方はぜひ弊

社 担 当 ま た は 弊 社 顧 客 サ ポ ー ト 部

03-5715-3315 内線 72（support@ba-net.co.jp）

までお気軽にご連絡ください。 

 

 

 

Plaza-i 新機能－PNS手形管理の充実 

はじめに 

今回は、PNS 手形管理システムに追加され

た機能についていくつかご紹介致します。 

印紙税最適化、支払手形分割 

Plaza-i V2.0.24 より、APS 債務管理システ

ム内、支払手形一括編集メニューにて印紙税最

適化処理（自動分割）に対応しました。 

支払手形の印紙税の合計が最小になるよう

に、システムが手形を自動分割します。 

 

 

支払手形一括編集メニューの処理実行タブ、

左下の分割ボタンを押し、支払手形分割画面か

ら自動分割ボタンを押します。 

支払先の要望等に応じ、手形金額を変更し分

割可能です。 

決済により確定するまでは何度も分割金額、

枚数を変更することが可能です。 

例えば、手形枚数 5 枚以内と指定し、印紙

税総額が最小になる組み合わせで支払手形を分

割生成することが出来ます。 

支払手形決済時自動仕訳 

Plaza-i V2.0.24 より、支払手形決済時に自

動仕訳が作成される機能を追加しました。 

この機能を使用するには、USR ユーザ管理

システムのユーザオプション「PNS：支払手形

決済時仕訳転送区分」を「使用する」にします。 

「使用しない」の場合は、決済後、JNL 自

動仕訳システムの支払手形自動仕訳メニューで

決済時仕訳を作成します。（従来通り） 

「使用する」の場合、支払手形一括決済処理

mailto:support@ba-net.co.jp


メニューで決済と同時に決済時仕訳も作成しま

す。 

受取手形決済時自動仕訳 

支払手形と同様に、受取手形決済時にも自動

仕訳が作成される機能を追加しました。 

この機能を使用するには、USR ユーザ管理

システムのユーザオプション「PNS：受取支払

手形決済時仕訳転送区分」を「使用する」にし

ます。 

「使用しない」の場合は、決済後、JNL 自

動仕訳システムの受取手形自動仕訳メニューで

決済時仕訳を作成します。（従来通り） 

「使用する」の場合、受取手形一括決済処理

メニューで決済と同時に決済時仕訳も作成しま

す。 

 

 

トレーニングのすすめ 

異動のシーズン、人の出入りが何かと多い季

節ですね。4 月に新入社員を迎えられる方も多

いと思います。弊社も毎年数名の新入社員を迎

え数か月にわたり研修に入ります。ユーザ様の

中には毎年この時期に新入社員研修の一環とし

て Plaza-i の基礎編トレーニングを受講される

方もいらっしゃいます。 

一方、「担当者の急な退職で満足な引き継ぎ

ができないまま Plaza-i を使わなければいけな

くなった」「前任者から引き継いだものの一回

で覚えられなくて…」こんな方々からサポート

のお電話を頂くことがございます。そのままお

電話で 1 時間なんてことも・・・ 

 

そんな皆様、トレーニングをうけませんか？ 

 

Plaza-i のトレーニングは、GLS 一般会計、

APS 債務管理、FAS 固定資産、PYR 給与計算

において 

・セットアップ編 

・基礎編 

・応用編 

等各コースを体系立ててご用意しておりま

す。 

外貨換算編や報告書編など、的を絞ったコー

スもございます。各コース 3～4 時間程度となっ

ていますので業務に支障がないよう組まれてお

ります。基幹系モジュールのトレーニングは、

ユーザ毎に利用機能や業務手順が異なりますの

で、個別トレーニングを実施しております。ま

た指定時間で希望内容を組み合わせるオリジナ

ルトレーニングも承ります。 

 

既に Plaza-i をお使いの方も、Plaza-i での

日々の業務をより快適にするための再発見があ

るかもしれません。なんとなく使えてしまって

いるのでそのまま使い続けていらっしゃる方も、

改めてトレーニングをお受けになると、「こん

な便利な機能があったのか！」「なんだ、欲し

いと思っていた機能あるじゃない！」などのお

声を頂くこともあります。 

 弊社トレーニングルームにお越しいただ

ければ 1 回で 7 名様までご受講可能です。 

詳細なお問い合わせはサポート担当もしく

は弊社営業部（03-5715-3315 内線 81）までお

問い合わせください。 

 

 

最新の Plaza-iバージョン情報 

平成 25年 3月 8日現在までリリースしてお

ります最新のバージョン情報をお届けします。 

 

Plaza-i.NET    V2.01.08.03 

Plaza-i 経費精算システム V2.01.08.03 

Plaza-i 給与計算システム V2.0.4.33 

 

なお、Plaza-i 給与計算システムは弊社ホー

ムページ（http://www.ba-net.co.jp/） 

NEWS and TOPICS にも掲載しております。 
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平成 25年度税制改正大綱（法人税編） 

 平成25年度の税制改正大綱が平成25年1

月 29 日に閣議決定されました。今回の税制改正

のうち、法人税について特に重要な項目をご紹

介します。 

1.設備投資税制 

（１）生産等設備投資促進税制の創設  

 国内の生産等設備投資額を一定以上増加

させた場合に、その生産等設備を構成する機械

装置の取得価額の 30%の特別償却と 3%の税額

控除が選択適用できる制度が創設されました。 

①対象となる法人 

 青色申告書を提出する法人 

②適用期間 

 平成 25 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31

日までの間に開始する各事業年度（設立事業年

度を除く） 

③適用要件 

 上記②適用期間内に取得した生産等設備

で、適用事業年度終了の日において有するもの

の取得価額の合計額が下記（ア）及び（イ）を

超えること。 

（ア）当期に償却費として損金経理した金額 

（イ）前事業年度に取得した生産等設備の取

得価額の 110%相当額  

（２）中小企業等の設備投資促進税制の創設  

 商業・サービス業及び農林水産業を含む中

小企業等が経営改善に向けた設備投資を行う場

合に、取得価額の 30%の特別償却又は 7%の税

額控除が選択適用できる制度が創設されました。 

①対象となる法人 

 下記の（ア）及び（イ）の要件を満たす法

人。 

（ア）青色申告書を提出する中小企業等※ 

（イ）商工会議所、認定経営革新等支援機関

等による法人の経営改善及びこれに必要な設備

投資等に係る指導及び助言を受けていること。 

※中小企業等とは？ 

税制改正大綱では、適用対象者を「中小企業

等」としています。現行の「中小企業者等」の

範囲と同一であるかどうかは、現段階では明ら

かではありません。 

【参考：中小企業者等の範囲】 

資本金の額又は出資金の額が 1 億円以下で

ある法人をいいます。ただし、次に該当する法

人は、中小企業者等に該当しません。 

・資本金の額又は出資金の額が 1 億円超で

ある一の法人に発行済株式等の 2 分の 1 以上を

所有されている法人 

・資本金の額又は出資金の額が 1 億円超で

ある 2 以上の法人に発行済株式等の 3 分の 2 以

上を所有されている法人 

②適用要件 

平成 25 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31

日までの間に、指導及び助言を受けて行う店舗

の改修等に伴い器具備品及び建物附属設備の取

得等をして指定事業※の用に供すること。 

（特例の対象となる資産） 

・器具備品･･･1 台又は 1 基の取得価額が 30

万円以上のもの 

・建物附属設備･･･一つの取得価額が 60 万

円以上のもの 

※指定事業とは？ 

 指定事業とは、卸売業、小売業、サービス

業及び農林水産業（これらのうち性風俗関連特

殊営業及び風俗営業に該当する一定の事業を除

く）をいう。 

（３）環境関連投資促進税制の拡充  

環境関連投資促進税制について、その適用期

限を 2 年延長するとともに、即時償却の対象資

産にコージェネレーション設備が追加されまし

た。 

① 現行制度 

 環境関連投資促進税制は、法人がエネルギ

ー環境負荷低減推進設備を取得した場合に、取

得した設備の区分に応じて法人税の税額控除

（中小企業者のみ）又は特別償却（即時償却）

を選択できる制度であります。 

② 改正案 

 現行では、「新エネルギー利用設備等のう

ち一定の太陽光発電設備又は風力発電設備」に

ついて、平成 25 年 3 月 31 日までに取得したも

のに限り即時償却を受けられるものとなってい

ましたが、税制改正大綱では対象資産に熱電併

給型動力発生装置（コージェネレーション設備）

を加えた上、その適用期限を平成 27 年 3 月 31
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日までに延長しました。 

（４）研究開発税制の見直し  

試験研究を行った場合の法人税額の特別控

除制度（研究開発税制）について見直しが行わ

れました。 

① 現行制度 

 研究開発税制は、試験研究費の額に応じて

法人税の税額控除を受けられる制度であり、制

度の主体となる「総額型」と上乗せの時限措置

である「増加型」と「高水準型」があります。 

・「総額型」･･･試験研究費の総額に対して

8%～10%の税額控除 

・「増加型」･･･試験研究費の総額に対して

5%の税額控除 

・「高水準型」･･･売上高の 10%を超える試

験研究費の額に対して一定の控除率の税額控除 

② 改正案 

 「総額型」は、控除限度額の上限が平成

23 年度までの時限措置で当期の法人税額の

30%となっていましたが、平成 24 年度からは法

人税額の 20%に引き下げられました。 

税制改正大綱は、2 年間（平成 25 年 4 月 1

日から平成 27 年 3 月 31 日までの間に開始する

事業年度）の時限措置として、この総額型の控

除限度額の上限を当期の法人税額の 30%に引き

上げました。 

 

2.人材育成・雇用対策 

（１）所得拡大促進税制の創設  

 法人が国内雇用者に対する給与を一定以

上増加させた場合、その増加額の 10%の税額控

除をできる所得拡大促進税制が創設されました。 

① 対象となる法人 

 青色申告書を提出する法人 

② 適用期間 

 平成 25 年 4 月 1 から平成 28 年 3 月 31

日までの間に開始する各事業年度 

③ 適用要件 

 適用を受けるためには、下記の要件をすべ

て満たす必要があります。 

（ア）適用事業年度の雇用者給与等支給額※

1 が、基準事業年度※2 の雇用者給与等支給額よ

りも 5%以上多い 

（イ）雇用者給与等支給額が前事業年度の雇

用者給与等支給額を下回らないこと 

（ウ）平均給与等支給額が前事業年度の平均

給与等支給額を下回らないこと 

※1 雇用者給与等支給額とは、各事業年度

の所得の金額の計算上損金の額に算入される国

内雇用者に対する給与の支給額をいう。なお、

国内雇用者からは法人の役員及びその役員の特

殊関係者は除かれる。 

※2 平成 25年 4月 1日以後に開始する各事

業年度のうち最も古い事業年度の直前の事業年

度 

（２）雇用促進税制の拡充  

雇用促進税制が拡充され、税額控除額が増加

した雇用者数1人につき40万円（現行20万円）

に引き上げられます。また、適用要件の判定の

基礎となる雇用者の範囲が見直されます。 

① 現行の雇用促進税制の適用要件 

・前期及び当期に事業主都合による離職者が

いない 

・当期末の雇用者数が前期末に比べて 5 人

（中小企業者等は 2 人）以上増加していること 

・当期末の雇用者数が前期末に比べて 10%

以上増加していること 

・前期の給与総額を一定以上上回っているこ

と 

・雇用保険法に規定する適用事業を行ってい

る 

・ハローワークに雇用促進計画を提出し、そ

の達成状況の確認を受けていること 

② 適用要件における雇用者の見直し 

 現行では雇用者は、雇用保険一般被保険者

のみとなりますが、税制改正大綱では、その対

象に高年齢継続被保険者※が加わります。 

※65 歳に達する日以前に雇用されていた事

業者に 65 歳に達した日以降においても引き続

き雇用されている者 

3.中小企業対策 

（１）交際費等の損金不算入制度の見直し  

平成 25 年 4 月 1 日以後開始事業年度から、

交際費等の損金不算入制度における中小法人等

※に係る損金算入特例につき、定額控除限度額
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を 800 万円（現行 600 万円）に引き上げるとと

もに、定額控除限度額までの金額の損金不算入

措置（現行 10%）が廃止されます。 

※中小法人等とは？･･･期末の資本金の額又

は出資金の額が 1 億円以下である法人をいいま

す。ただし、完全支配関係のある大法人（期末

の資本金の額又は出資の額が 5 億円以上である

法人）に発行済株式等の全部を直接又は間接に

保有されている法人は除きます。 

 

平成 25年度税制改正大綱 

平成 25 年度の税制改正大綱が平成 25 年 1

月 24 日に発表されました。今回の税制改正のう

ち、所得税、相続税、贈与税について特に重要

な項目をご紹介します。 

 1. 所得税 

（１）最高税率の引き上げ  

  最高税率が現行の 40％（課税所得 1,800

万円超）から、45％（課税所得 4,000 万円超）

に引き上げられ、住民税と合わせた最高税率は

55％となります。 

  なお、平成 25 年 1 月 1 日以降は、上記

税率に復興所得税が 2.1%加算されます。 

  平成 27年分の所得税から適用されます。 

課税総所得金額等 税率  控除額 

 195 万円以下 5％ 0 円 

195 万円超 330 万円以下 10％ 97,500 円 

330 万円超 695 万円以下 20％ 427,500 円 

695 万円超 900 万円以下 23％ 636,000 円 

900 万円超 1,800 万円以下 33％ 1,536,000 円 

1,800 万円超 4,000 万円以下 40％ 2,796,000 円 

4,000 万円超  45％ 4,796,000 円 

 

（２）上場株式に係る軽減税率の廃止  

上場株式の配当・譲渡所得等に係る 10％の

軽減税率（所得税 7％、住民税 3％）は、平成

25 年 12 月 31 日をもって廃止され、平成 26 年

1 月 1 日以降については 20％（所得税 15％、住

民税 5％）の税率となります。 

2. 相続税 

（１）基礎控除の引き下げ  

定額控除が 3,000 万円（現行：5,000 万円）

に引き下げられるとともに、法定相続人比例控

除も一人につき 600 万円（現行：1,000 万円）

に引き下げられます。 

例えば、法定相続人が 3 人のケースでは、

現行は 8,000 万円（5,000 万円＋(1,000 万円×3

人)）まで非課税であるところ、改正後は 4,800

万円（3,000 万円＋(600 万円×3 人)） 

に非課税枠が縮小されます。 

（２）小規模宅地等の特例  

 ①特定居住用宅地等に係る特例の適用対

象面積が 330 ㎡（現行：240 ㎡）に拡大されま

す。 

②宅地等の全てが特定事業用宅地等（400

㎡）及び特定居住用宅地等（330 ㎡）である場

合には、特例の完全併用が可能になります。 

 改正前は特定事業用宅地等及び特定居住

用宅地等がある場合には、一定の調整計算によ

り適用対象となる限度面積を算出していました

が、完全併用が可能となることにより、特例の

適用対象面積が増加することになります。 

（３）税率の見直し  

 課税価格 2 億円超については段階的に税

率が引き上げられます。 

最高税率は現行の50％から55％に引き上げ

られます。 

課税価格 H26.12.31 以前 H27.1.1 以後 

1,000 万円以下 10％ 10％ 

3,000 万円以下 15％ 15％ 

5,000 万円以下 20％ 20％ 

1 億円以下 30％ 30％ 

2 億円以下 

40％ 

40％ 

3 億円以下 45％ 

6 億円以下 

50％ 

50％ 

6 億円超 55％ 
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適用時期は（１）～（３）いずれも平成 27

年 1 月 1 日以後の相続又は遺贈により取得する

財産に係る相続税について適用されます。 

 

3. 贈与税 

（１）税率の見直し  

  相続時精算課税制度の対象とならない

贈与財産に係る贈与税の税率構造が以下の 2 通

りに区分されます。 

  最高税率は現行の50％から55％に引き

上げられる一方で、父母や祖父母等からの少額

の贈与については、税率が引き下げられます。 

  平成 27年 1月 1日以後の贈与により取

得する財産に係る贈与税について適用されます。 

  ①20 歳以上の者が直系尊属（父母、祖

父母、曽祖父母等）から贈与を受けた場合 

課税価格 H26.12.31 以前 H27.1.1 以後 

200 万円以下 10％ 10％ 

300 万円以下 15％ 

15％ 

400 万円以下 20％ 

600 万円以下 30％ 20％ 

1,000 万円以下 40％ 30％ 

1,500 万円以下 

50％ 

40％ 

3,000 万円以下 45％ 

4,500 万円以下 50％ 

4,500 万円超 55％ 

 

  ②上記①以外 

 

（２）教育資金の一括贈与に係る贈与税の非

課税措置の創設  

 受贈者（30 歳未満の者に限る）の教育資

金に充てるためにその直系尊属が金銭等を拠出

し、金融機関に信託等をした場合には、信託受

益権の価額又は拠出された金銭等の額のうち、

受贈者 1 人につき 1,500 万円（学校等以外の者

に支払われる金銭については 500 万円を限度）

までの金額に相当する部分の価額については、

平成 25 年 4月 1 日から平成 27 年 12 月 31 日ま

での間に拠出されるものに限り、贈与税を課さ

ないこととされます。 

 

 非課税拠出額から教育資金支出額を控除

した残額については、受贈者が 30 歳に達した日

に贈与があったものとして贈与税が課されます

（受贈者が死亡した場合は非課税）。 

  

課税価格 H26.12.31 以前 H27.1.1 以後 

200 万円以下 10％ 10％ 

300 万円以下 15％ 15％ 

400 万円以下 20％ 20％ 

600 万円以下 30％ 30％ 

1,000 万円以下 
40％ 40％ 

1,500 万円以下 

50％ 

45％ 

3,000 万円以下 50％ 

3,000 万円超 55％ 
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Visit our web sites at 

http://www.ba-net.co.jp 

http://www.aiwa-tax.or.jp 
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